
 

 

小牧市監査公表第６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定に基づ

き定期監査を実施したので、同条第９項の規定によりその結果について次

のとおり公表する。 

 

  令和４年２月２８日 

             小牧市監査委員 伊 藤 二 三      

 

 

             小牧市監査委員 加 藤 晶 子 

 

 

定期監査の結果について 

 

記 

第１ 監査の対象及び実施期間 

総務部 

   総務課、財政課、資産管理課、契約検査課、市民税課、資産税課 

   収税課、債権回収特別対策室 

選挙管理委員会事務局 

対象期間 令和３年４月１日から令和３年１０月３１日までの所管業務 

実施期間 令和３年１１月２６日から令和４年１月２１日まで 

 

第２ 監査の方法 

  小牧市監査基準に準拠し、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業

の管理について、各課に共通する収入・支出事務、契約事務、補助金交付

事務、公有財産管理事務、旅費及び時間外勤務手当等支給事務などの財務

事務及び個別の事務事業において、それぞれ抽出による関係書類や監査資

料等を調査するとともに、関係職員から説明を聴取して、事務事業の執行

が、適正かつ合理的・効率的に行われているかどうかを主眼として監査を

実施した。 



 

 

第３ 監査の結果 

  監査を実施した範囲においての各所管の事務事業の執行処理状況につ

いては、一部の是正・改善を要する事項を除き、適正に執行されていると

認められた。なお、軽微な事務の誤りについては、その都度是正指導を行

った。 

  各所管の監査の結果及び意見は次のとおりである。 

 

【総務部】 

   

《 総務課 》 

指摘事項なし 

 

注意事項 

(1) 庶務事務について 

 ア 検査職員任命の手続において、公印使用承認印が押印されていないも

のがあった。 

 イ 備品の所在場所及び保管の確認などの点検が適切に行われていない

ものがあった。 

 

意 見 

・ 総務課では、閉庁時に庁舎を出入りする者に対して「入退庁者記入票」

の記入を求めているが、年度当初から継続して退庁時間の遅い部署がある

ことを確認した。 

市職員の安全衛生は施設（事業場）ごとで管理され、各事業場の指導調

整を人事課で行っていることから、本庁舎・東庁舎の安全衛生管理を行う

総務課は、これらのデータを活用し特定の部署に偏りが見られる場合につ

いては、人事課へ定期的に情報提供し改善を求めるとともに、上司の承認

を得ず業務外で庁舎に残っている場合にあっては、退庁を促すよう、内部

統制機能が働く体制の構築に努められたい。 

・ 総務課は特定の部署に属さない備品の多くを扱っているが、備品台帳管

理において備品の所在場所及び保管状況の確認などの点検で不適切な取

扱いがあったことを確認した。 



 

 

これは、本庁舎が移転した平成２４年度から令和２年度までの数年に渡

って同様の状態が続いてきたものと思われるが、当課の職員が本業務に対

して真摯に取り組んでいない表れである。 

備品と備品台帳とを照合し、存在の有無の確認を徹底するよう、適切な

備品管理に努められたい。 

・ 庁舎設備管理委託仕様書において、管理要員は資格を有する者を配置す

ることとされているが、受注者が会社分割に伴い変更されているにも関わ

らず、数年来同一人物が継続して務めているとして、平成２７年度（契約

更新前）を最後に資格の確認を行っていなかった。また、受注者は業務の

ほとんどを下請け業者に再委託しているが、約款に定められている再委託

承認申請の提出を求めていなかった。 

全体の模範となるべき総務課において、これら契約事務の基本が適切に

行われていないことは遺憾である。 

契約事務や庶務事務について手引きなどを再度確認し、適切な事務の執

行に努められたい。 

 

 

《 財政課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 補助金の交付は公益上必要がある場合に限られていること、また、その

財源は市民の貴重な税金であることから、限られた財源を有効に活用する

ため、財政課では１５０を超える補助金の「縮小」や「廃止」などについ

て定期的な見直しを行っている。 

今後は刻々と変化する社会情勢に対応し、補助金の恒常化・既得権化の

抑制や、終期設定を求める基準を分析するとともに、担当課において日ご

ろから、当該補助金の目的を踏まえ交付団体の財務状況の把握や、積算根

拠、補助対象経費の妥当性について検証が行われるよう意識改革を図られ

たい。 

・  厳しい財政状況の中で財政の効率化・適正化に努め財政の透明性の確

保と市民に対する説明責任を適切に果たすため財務諸表を作成し公表さ



 

 

れている。発生主義や複式簿記が採用され、公認会計士の助言を必要とす

ることは理解できるが、国の統一的な基準として作成されるものである

ことから職員自らが実施できる能力を修得し年度内に公表されるよう努

められたい。 

 

《 資産管理課 》 

指摘事項なし 

 

注意事項 

(1) 契約事務について 

   公用車修繕の履行確認において、検査職員が任命されていないものが

あった。 

 

意 見  

・ 資産管理課では、公用車使用簿(公用車使用願及び公用車使用状況報告

書)の様式を定めており、使用管理者は、職員が公用車を使用するときは

公用車使用願の記載内容を確認のうえ、当該職員に承認を与え、さらに公

用車使用状況報告書により使用距離数等を確認することとされており、使

用管理者が承認印等を押印してきた。 

しかしながら、令和３年１月１日施行で押印が廃止されることとなった

ことから、公用車を使用する職員が使用管理者の確認を得たとする事実が

担保されないおそれが生じてきた。 

  資産管理課においては、安全運転管理者制度の趣旨を鑑み、押印廃止後

の公用車使用簿の使用管理者による確認方法等を検討の上、庁内周知し、

公用車の適正管理に努められたい。 

 

 

《 契約検査課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 契約検査課においては、建設技術及び施工意欲の向上を図り公共工事の



 

 

適正な施工及び品質の向上に資するため、今年度より「優良工事施工業者

表彰制度」を導入された。まだ始まったばかりではあるが、この制度は一

定の基準を上回った工事の施工業者を表彰するものであり、業者にとって

大きな励みとし発注工事の品質確保につなげたいとのことであった。 

  毎年実施している工事監査では、設計業者、工事業者ともに数多くの指

摘を受ける結果となっているが、市内業者育成のためにもこうした表彰制

度と併せて、市と業者の情報交換や研修会の開催などにより相乗効果を図

られたい。 

・ 簡易な物品の納入にかかる履行の確認は記名押印を必要としていたが、

令和３年１月１日施行で押印が廃止されたことにより、職員の確認を得た

とする事実が担保されないおそれが生じてきた。申請書等の押印廃止は、

市民の負担を軽減して利便性を図ることが目的であるから、例えばＩＴ化

により記名押印に代わる手段が確立されるまでは内部事務に係る書類へ

の署名や押印の効力について再検討されたい。 

・  一般競争入札を原則とする地方自治法の契約方法の例外規定である随

意契約については「随意契約ガイドライン」において事務手続上必要な事

項が定められているが、今年度の定期監査においても当該事務に関する

不適切な取扱いが散見されている。これはガイドラインについて職員が

内容を十分に理解していないことが考えられることから再度徹底を図ら

れたい。 

 

 

《 市民税課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 個人市民税の現年度課税額は直近１０年間において年々増加していた

ものの、昨今の新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度にお

ける当初課税額は若干の減収が見込まれている。 

市民税課では、市民税の課税に関する情報を多く取り扱っており、また、

過去の税制改正の結果から新たな税制改正に伴う影響額を見通す強みを

活かすことで、様々なデータ分析が可能であると思われる。今後は個人所



 

 

得や企業収益の動向などに加え、それらのデータ分析をもとに市税収入見

込みを評価されるとともに、分析データがいろいろな場面で有効に活用さ

れることを期待する。 

 

 

《 資産税課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 毎年度実施する一者随意契約の地図情報システムデータ更新業務委託

について、過去の実績からその年の作業量を算定しているが、令和元年度、

２年度においては実際の作業量が仕様書よりも１割以上多い結果となっ

ている。 

作業件数が増えたことによる受注者への業務負担は必ずしも増加した

とは捉えられないとの判断かもしれないが、仕様書の業務量と実績値に一

定の差異が生じた場合の対応を予め定めておくなど、双方で調整を図られ

たい。 

 

 

《 収税課 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 収税課では今年度より、９月末現在の滞納額が１５０万円以上の案件を

洗い出しのうえ、債権回収特別対策室に分担変更し、徴税指導員指示のも

と未収となった債権を回収するため、未収が発生した極めて早い時期に財

産調査に着手したことで、９件 ７,００２,０８０円の預金差押えにつな

げられた。また、分納計画に基づく「分納不履行対象者一覧表」を毎月出

力し、徴税指導員と相談のうえ、執行管理を行っている。 

  このように、財産調査に関するノウハウの蓄積された債権回収特別対策

室との相互協力体制の構築や徴税指導員が持つ専門的な知識を活用する

ことは、債権管理の推進に有意義なものであると考える。 



 

 

  今後も、債権回収特別対策室と連携を図り、組織的で有効な手法を取り

入れながら、未収金の早期回収及び適切な債権管理に努められたい。 

・ 令和元年度から使用している収納管理システムの保守管理委託を同一

業者に委託させているが、当該保守管理に係る月額費用は開始時から変更

がない状況となっている。 

  当該契約は一者随意契約であり、当該費用については委託者以外との比

較は容易ではないが、引き続き、過去の実績を基にした積算根拠の精査な

どを行い、経済性の確保に努められたい。 

 

 

《 債権回収特別対策室 》 

指摘事項なし 

 

意 見 

・ 債権回収特別対策室においては、未収債権を保有する課の職員を対象に

して債権管理・回収研修会を開催しており、市債権の適正な管理の徹底及

び収入未済額の縮減に取り組んでいる。 

  令和３年度においては、市税と強制徴収公債権の徴収一元化、非強制徴

収公債権と私債権の徴収一元化の観点からの講師も選任しており、その内

容は小牧市の債権管理体制にも有益な情報であったものと見受けられた。 

  引き続き、職員に有意義な研修を実施することにより職員の意識改革を

図り、もって小牧市の債権管理体制の充実に努められたい。 

・ 令和３年度に各課から債権回収特別対策室に債権移管された内容を確

認したところ、令和２年度(令和３年２月１日時点)では福祉総務課から 

５２９万円余の債権が移管決定されていたが、令和３年度は福祉総務課か

らの債権移管の実績はない状況であった。 

  このため、その要因を確認したところ、令和２年度中に福祉総務課が作

成した督促状の要件に不備があったことを指摘したが、その後の報告がな

く、詳細は確認できていないとのことであった。 

  この原因が、直接的に関わる福祉総務課での事務の遅滞によるものであ

れば、徴収可能な未収債権の徴収が遅れていくことは看過できない事態で

あり、小牧市の債権管理の適正化のため、早急に改善を図られるよう求め



 

 

る。 

 

 

【選挙管理委員会事務局】 

指摘事項 

(1) 契約事務について 

契約書に印紙が貼付されていないものがあった。 

 

意 見  

・ 令和３年１０月３１日執行の第４９回衆議院議総選挙及び第２５回最

高裁判所裁判官国民審査はコロナ禍での初めての選挙であったが、他自治

体の事例を参考に使い捨て鉛筆の導入や飛沫防止パネルを設置し、感染拡

大防止対策に取り組まれた。 

なお、今回の選挙では一部投票区の再編や投票所の変更が行われたが、

一部の有権者には浸透していなかったとのことである。 

今後も、より分かりやすい啓発方法を検討されるなど、投票率の向上に

努められたい。 

 


